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●循環型社会形成に向けて

　ご覧いただいていますのは、ある都市の家庭から
出たごみを分別・乾燥・粉砕したものです。ごみも
ここまで整えると素材として利用することができま
す。しかし、これにはかなりの労力がかかりますし、
生活の中では廃棄しなければならないものがありま
す。そういう場合にはどうするか。これについては
10年程前に国の方針が決まっています。当時は廃
棄物の発生量が高水準で推移して、リサイクルの一
層の推進に社会的な要請がありました。廃棄物処理
施設はなかなか立地が困難であり、不法投棄も増大
という背景の中で、国は循環型社会形成推進基本法
を平成12年に制定しました。この法律では循環型
社会の定義もなされると共に、廃棄物・リサイクル
対策の基本として3R、すなわちリデュース（Reduce、
発生抑制）、リユース（Reuse、再使用）、リサイク
ル（Recycle、再生利用）が謳われており、物質と
しての再利用というところが重点に置かれています。
●廃棄物をエネルギー源に

　しかし、物質として利用できないものは、熱回収
（Thermal-Recycle）ということになります。どうし
ても廃棄しなければならないものは、焼却あるいは
溶融して熱を回収しましょう。そして多くの場合、
使いやすい電気を生み出して、エネルギーとして有
効に活用しましょう。そのような取り組みです。今
申しましたことは廃棄物処理という視点ですが、地
球環境に係る問題として、再生可能エネルギー開拓
の視点からも考えることができるのではないかと思
います。その視点から見ると、廃棄物は有望なエネ
ルギー源と考えられると思います。廃棄物というの
は完全な再生可能エネルギーではないのですが、天
候に左右されにくい、昼夜を問わない、収集システ
ムが確立しているというメリットがあります。ただ
し量の問題があるとともに、有効利用のためには技
術的にも多くの高いハードルがあります。そこで本
日は、廃棄物の中で皆様にも身近である「都市ごみ」
について、主にエネルギー源としての取り組みを紹

介したいと思います。
●都市ごみ発電施設の実績

　少しだけ弊社の紹介をさせていただきます。1965
年に大阪市様向けに日本初の発電所付き清掃工場を
納入させていただきました。それ以来、日本全国に
59ヵ所の施設を建設し、現在44ヵ所が稼動してい
ます（平成22年末時点。平成23年末時点では建設
中も含め63施設の実績があり、45施設が稼働中）。
また海外にも展開しており、14ヵ所が稼動してい
ます。
●廃棄物の区分

　廃棄物の区分は日本では法律で定められています。
事業活動に伴って生じた「産業廃棄物」に19種類
が指定されています。産業廃棄物以外が一般廃棄物
で、これには家庭から、あるいはオフィスから出る
「ごみ」、そしてし尿が含まれます。一般廃棄物の処
理責任は、日本では自治体（主に市町村）にありま
す。
●一般ごみと石炭の比較

　ごみの性状には様々な表し方がありますが、固形
の可燃物という見方をすることもあり、3成分（可
燃分、水分、灰分）で見ますと、おおよそ可燃分が
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約半分、4割強が水分、残りが灰分ということにな
ります。可燃分は酸素を含んでいることもあって、
発熱量は炭化水素よりは低く20,000kJ/kgくらい。
ごみとしては8,000から10,000kJ/kgの発熱量を持
つものになります。
　石炭と比較すると、水分量も違い、可燃分の成分
も少し違うので、発熱量としては石炭のおおよそ3
分の1程度になりますが、ごみは他の補助燃料を使
わずに自燃できます。
●廃棄物の排出量

　国内のごみの状況を見てみます。国内の廃棄物行
政については環境省が扱っておられ、それゆえ統計
類もきっちりとまとめられています。ごみの国内総
排出量を見ると、平成12年から減少傾向にあります。
これは主に 3Rの進展の結果であると見られます。
直近のデータ（平成21年度）(1)ではごみの年間総
排出量は 4,625 万 t、国民一人あたりの排出量は 1
日 1kg を下回る状況です。産業廃棄物の排出量は
平成20年度(2)で約4億tであり、一般廃棄物（ごみ）
の8倍くらい出ています。産業廃棄物は19種類が
指定されていると申しましたが、再使用の道筋が整
っているものが多く、半分くらいは再生利用されて
います。
●燃料源別発電量、燃料源シェア

　エネルギーの主要形態である電力について考えて
みます。燃料源別の発電量については、世界的にも
日本でも主要な割合を石炭、ガス、原子力が占めて
おり、ごみに関わるのは、わずかな割合にしかなり
ません。OECD 2009年のデータ (3)では、再生可能
エネルギーは17％。そのうち12％以上は水力が占
めており、廃棄物資源の関与は僅か1.9％という程
度で、総発電量は28.4TWhです。国別の発電量は、
1位がアメリカ、2位ドイツ、3位日本という順番
になっています。
　都市ごみ処理状況については、世界の多くの地域
では、まだまだ埋立が主流というのが現実です。と
ころが日本では、発生量は年間5,000万 t程度ですが、
処理についてはかなりの割合で焼却が行われている
ということが特徴的だといえます。
●都市ごみによる発電

　OECD諸国での都市ごみによる発電容量、すな
わち発電する能力を見てみますと、2008 年時点で
最も大きいのはアメリカ(3)。これは先程の発電量

　

と同じで、次が日本。処理の状況を加味して考える
と、日本ではそれほど多くのごみが出ているわけで
はないが、施設で焼却している割合が高い。発電し
ている施設も世界中で見ると比較的整っていること
にはなります。
●日本のごみ発電の状況

　ただ日本の状況を見ると、ごみ焼却施設の発電能
力は平成21年度で167万kW(4)。例え方にもよりま
すが原発2基分程度になるかと思います。国は施策
として平成24年度に250万 kWにしようとしてい
ます。世界の中では比較的発電する施設は多いとは
いえ、他の燃料源による発電と比べると極めて低い
といわざるを得ないと思います。この理由は、1つ
にはごみ焼却施設の中で発電のできる施設があまり
多くないということがあります。国内のごみ焼却施
設は1,243ヵ所あります (4)が、この中で何らかの形
で焼却熱を利用している施設が800、その中で発電
を行っているものは304ヵ所であり、全体の4分の
1の施設しか発電する設備を持っていないことにな
ります。
　一般的に発電が可能だといわれるのは、一日のご
み処理量が100t 以上。これを満たすのは598施設
(1)で、全体の約半分しかない。要するに発電を行
わない小規模施設が非常に多いということになりま
す。これは我が国のごみの処理が、そもそも衛生処
理を目的としていることに由来していると思います。
さきほど触れたように、世界の中ではまだまだ埋立
がごみ処理の主流です。しかし日本は国土が狭く、
十分な埋立処分場を確保し難いため、伝染病などを
防止するためには焼却という中間処理で、ごみを無
害化、無臭化、減容化しなければなりません。その
ため、ごみ処理を確実に行うべく、処理義務が市町
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図1　ごみ焼却施設の構成例
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村に課されています。それゆえ、ごみを収集し、処
理する単位が市町村ということになりますので、人
口の少ない市町村では、施設は小規模とならざるを
得ないことになると思います。
　10年ほど前にダイオキシン対策が話題になりま
した。その時も燃焼装置としてダイオキシンの低減
に有効な大型化という方向につながる広域化が叫ば
れました。今もその方針が続いていますし、進んで
いますが、現実的には小規模の施設の要求もまだま
だあります。
●ごみ焼却施設の発電効率

　日本で160万kW程度の発電能力にとどまってい
るもう1つの理由は、発電できる施設での発電効率
の低さにあると思います。発電できる304施設の内
訳を見ますと、発電効率が20％以上の施設は12し
かありません。平均発電効率は11.29％(1)です。発
電効率については、施設規模に関することとは異な
り、多分に技術的な要因である思います。
●ごみ発電促進に関する施策

　国はごみ発電の促進のために様々な施策を行って
います。地球温暖化対策推進大綱として、化石燃料
の使用量の抑制が推進されており、循環型社会形成
推進交付金として、ある一定の熱効率を有する施設
に対しては交付金が交付されます。また、これは施
設の新設だけでなく改造にも適用されます。平成
21年度からは焼却処理に伴うエネルギーの有効利
用を一層高効率に行う発電施設に対しては、交付金
の交付率をアップする拡充支援も実施されています。

これはごみ処理規模ごとに閾値となる発電効率を設
定してそれ以上の能力を有する施設に対して交付率
を3分の1から2分の1にアップするものです。例
えば処理量400t/日の施設なら、発電効率18.5％以
上の施設を建設する際には、発電に係る設備につい
て、高い交付率が適用されるということです。
●ごみ焼却施設の構成例

　技術的な話をする前に、少しごみ焼却施設の構成
について紹介したいと思います。図1 (5)は当社で施
工させていただいた大阪市環境事業局の東淀工場（平
成22年 3月竣工）です。ごみ処理能力は200 t/日
の焼却炉を2炉備え400t/日。家庭から収集された
ごみは一旦ごみピットに入れられ、クレーンを使っ
て焼却炉に投入されます。焼却炉は炉壁を構成して
いる蒸発管および過熱器管群で蒸気を発生させ、こ
の蒸気を使って発電を行います。ごみを焼却した際
に発生する排ガスは蒸気をつくった後、集塵装置で
除塵し、更に洗煙塔や触媒など何重もの設備で有害
物を除去して煙突から排出されます。
●都市ごみではストーカ炉が95％占める

　ごみ焼却炉には規模や処理物に応じて様々な形式
があります。例えば流動床炉というタイプは比較的
小規模向けですが、ダイオキシンの問題以降、現在
はあまり増えていないと思います。キルン炉は産業
廃棄物や粗大ごみ処理など大きなごみを扱うところ
で主に使われています。一方一般の都市ごみについ
ては、ストーカ式焼却炉という形式が主流で、全体
の95％を占めています。
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図3　ボイラ伝熱管の管壁温度と腐食速度

図2　ストーカ炉の構造
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　このストーカ炉については、現在もメーカ各社と
も性能向上にむけての技術開発にしのぎを削ってい
ます。各メーカの炉はそれぞれに特徴を有していま
すが、ごみを燃やす装置としては、いずれも図２
のようなストーカ（火格子）です。ごみは投入口か
ら入り、それを火格子で順次送っていきながら燃焼
させていきます。ストーカ炉は一般家庭から出る廃
棄物であれば、破砕などの前処理を施すことなくそ
のまま焼却することができる。これがストーカ炉の
最大のメリットです。

●都市ごみ焼却の発電効率向上の施策

　国は目標達成に向けて、発電効率向上のための施
策を進めています。高効率発電施設整備マニュアル
(5)を作成し、各自治体に技術紹介していることな
どですが、ここで紹介されている具体的な技術とし
ては、低空気比燃焼や高効率乾式排ガス処理などで
す。この中で特にごみ焼却施設でハードルが高いの
が、ボイラの高温高圧化です。
●ごみ発電ボイラの蒸気条件の変遷

　ごみ発電ボイラの蒸気条件の変遷を見てみます。
1965年の国内1号機では、蒸気温度は350℃でした。
これは現在と遜色のない値なのですが、次の段階で
は200℃まで落ちてしまいます。その後、1970年代
後半から90年代前半まで、ずっと300℃という状
況が続きました。これは発電用ボイラに比べてかな
り低い値なのですが、この状態が続いたのは伝熱管
の腐食問題が原因です。
●ボイラ管の管壁温度と腐食

　ボイラ管の管壁温度と腐食速度の関係を図3に示

しますが、温度が320℃くらいから急激に腐食速度
が上がってきます。腐食がおこる原因は、ごみその
ものにあります。ごみの可燃物の中には塩素が非常
に多く含まれています。また灰の中にはナトリウム、
カリウムなどのアルカリ成分が含まれています。こ
れらが腐食を引きおこす原因となります。

●ボイラ伝熱管の高温腐食メカニズム

　ごみの燃焼排ガス中には様々な成分が含まれてお
り、それらの一部は温度の低い伝熱管に触れて凝縮
し、堆積します。そこにガス中のHCl などが作用
して、灰の中で融点の低い化合物を生成、これが溶
融塩というものになり、溶融塩腐食という現象が引
きおこされます。
　腐食に関しては、メカニズムの解明や、耐食材料
の開発など様々な取組みが行われてきました。特に
1990年代後半には大きなプロジェクトもありました。
●高耐用材料の開発例

　例えばNEDOのプロジェクト (6)では、蒸気温度
500℃を目指す材料開発が行われました。また400
℃～450℃対応の高耐用材料の開発目指す東京都プ
ロジェクトでは、東京都様が中心となりプラントメ
ーカや材料メーカが参加し、東京都の足立清掃工場
で2年間の実証試験が行われました。
　この実証試験では、試験用過熱器管を設置して、
腐食状況を調べました (7)が、こうした試験では、
供試体が実際にどのような環境にさらされているか
を知ることが重要です。そのため計測のみならず、
数値計算も駆使して環境の把握に努めました。これ
を腐食状況と照らし合わすことにより、どのような
環境のところに設置すればどれくらいの寿命になる
かという定量的な結果が得られました。この結果を
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踏まえて2001年に、東京都の中央清掃工場（蒸気
温度400℃）に試験に供したQSX5という材料が実
際に採用されました。
●１つの方向性

　欧州には、発電効率が33％にも達するアムステ
ルダムのごみ焼却施設など、ごみをエネルギー源と
して高効率に活用する先進的な事例があります。こ
れらは技術的には、日本でも可能で、1つの方向で
あると思います。しかし、日本の実情を考えると、
その実現には技術開発を促すさらなるインセンティ
ブが必要だと思います。
　発電した電力の買い取り価格のアップは、是非お
願いしたいところです。また、広域化は施設規模の
拡大による熱機関としての効率向上からも有効なこ
とです。管理者に関することなど、制度面でも検討
すべきことがあると思います。さらに量の問題つい
ては、産廃の活用も考えられます。
●おわりに

　当社は2010年 12月、ヨーロッパの焼却炉メーカ
を子会社化しました。彼らは焼却施設のことを
EfW（Energy from Waste）プラントと呼びます。
ヨーロッパではごみ焼却施設は、処理施設というよ
り発電所です。エネルギー利用に対する意識が日本
とは大きく違うように思います。ごみは嫌われ者で
すが、うまく活用してゆくにはメーカの努力は当然
ですが、それとともに市民の皆様のご理解も必要だ
と思います。その意味で、社会全体の意識改革も必
要なのではないでしょうか。
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＜質疑応答＞

Q)：排ガス規制をどのようにクリアしているのか？
A)：清掃工場では、設備のかなりの部分を排ガス
処理設備が占めています。NOxは脱硝触媒で、硫
黄や塩素は活性炭あるいは消石灰に吸着させる方法
などで除去しています。NOxの国の基準は250ppm
ですが、自治体独自でさらに厳しく管理されている
ところも多く、最善の技術で確実に対応しています。

Q)：煤塵の規制はどうなっているのか？電気集塵
機で対応しているのか。
A)：煙突から排出される煤塵はほぼゼロです。電
気集塵機ではダイオキシンを除去し難いことから、
全てバグフィルターで対応しています。

Q)：美浜原発で過去に200℃の冷却水が厚み1cm
鉄板だったため爆発するという事故があった。どう
思うか。
A)：まずは安全安心を第一とすべきだと思います。
先ほど腐食の話をいたしましたが、1965 年のごみ
発電施設1号機の蒸気温度350℃で、炭素鋼製の伝
熱管は、激しい腐食に見舞われました。補修の連続
であったことから、それに懲りて温度を下げてしま
ったという経緯があります。所内動力をまかなえる
範囲の発電にとどめるということにはなりましたが、
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まずは安全安心を優先したものです。

Q)：バグフィルターを使うと抵抗が高くなると思う。
ブロアはどんなものを使っているのか。
A)：ブロアは特に変わったものは使っておりません。
フィルター布だけでなく、その上に例えば消石灰な
どをコーティングさせてダイオキシンを吸着させま
すので、抵抗はありますが、十分な能力を有するブ
ロアを用いています。

Q)：オランダの事例で発電端効率33％は高いと思
うが、理由はあるのか。

A)：30％以上の施設に補助が出ていると思います。
ほぼ民間の発電所として運営しているので、経済原
理が投資のインセンティブになっていると思います。

Q)：2年前にパリ郊外の焼却施設を視察したが、ご
みを多くの人がセレクトしていた。ごみの質が高い
のではないのか。
A)：効率にはそれほど影響がないと思いますが、
ヨーロッパのごみの発熱量が高いのは事実です。こ
れは食生活などのライフスタイルの違いによるもの
だと考えられ、簡単に言えば水分が少ないためです。

－43－
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